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完全子会社間の吸収合併に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、当社の完全子会社であるアルバックテクノ株式会社（以下、

アルバックテクノ）と当社の完全子会社であるタイゴールド株式会社（以下、タイゴールド）との合併（以下、

本合併）を決議いたしましたので、以下のとおりお知らせいたします。 

なお、本合併は当社の連結子会社間の合併であるため、開示事項及び内容を一部省略しております。 

 

記 

 

1. 本合併の目的 

当社は、中期経営計画の重点戦略としてグループ経営効率強化を掲げており、この具体取組として、 

グループ会社の資本構成見直しを通じて、アルバックグループのガバナンス強化を図っております。 

タイゴールドは、スパッタリング法による光学多層膜の成膜と、耐磨耗性の高い窒化チタン（TIGOLD®）

窒化クロム（CROMIT®）等の複合皮膜の成膜およびこれに関する材料及び技術の開発販売を事業内

容としておりますが、2022 年度（2022 年７月）よりアルバックテクノとの一体経営に移行し企業価値を高

め、CS Business 戦略を創出することで連結に寄与することとし、アルバックテクノへ吸収合併することと

いたします。 

 

2. 本合併の要旨 

(１) 本合併の日程 

合併契約承認決議及び取締役会

決定 

当社、アルバックテクノ、タイゴールド 2025 年４月 22 日 

合併契約締結日 アルバックテクノ、タイゴールド 2025 年４月 22 日 

合併契約承認株主総会 タイゴールド 2025 年４月 22 日 

本合併契約効力発生日 アルバックテクノ、タイゴールド 2025 年７月１日（予定） 

(注)アルバックテクノは、会社法第 796 条第２項の規定に基づき、本契約について株主総会の承認を 

受けることなく本合併を行います。 

  

  

 



 

(２) 本合併の方式 

アルバックテクノを存続会社とし、タイゴールドを消滅会社とする吸収合併です。 

 

(３) 本合併に係る割り当ての内容 

本合併は、当社の完全子会社と間の吸収合併であるため、本合併による株式その他の金銭等

の割り当てはありません。 

 

(４) 本合併に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取り扱い 

該当事項はありません。 

 

3. 本合併当事会社の概要 

 存続会社 消滅会社 

(１)名称 アルバックテクノ株式会社 タイゴールド株式会社 

(2)所在地 神奈川県茅ケ崎市 神奈川県茅ケ崎市 

(３)代表者の 

役職・氏名 

代表取締役社長 

島田 鉄也 

代表取締役社長 

島田 鉄也 

(4)事業内容 真空機器・装置のメンテナンス、販売

並びに共同開発事業、中古の真空機

器・装置の売買、内部治具の洗浄、真

空材料・部品・消耗品販売、クリーン

洗浄事業、太陽電池、電気自動車関連

サービス事業 

スパッタリング法による光学多層膜

の成膜と、耐磨耗性の高い窒化チタン

（TIGOLD®）窒化クロム（CROMIT®）等

の複合皮膜の成膜およびこれに関す

る材料及び技術の開発販売 

(5)資本金 1 億 25 百万円 99 百万円 

(6)設立年月日 1979 年１月１日 1978 年７月１日 

(7)発行済 

株式数 

25 万株 88 万株 

(8)決算期 ６月 30 日 ６月 30 日 

(9)大株主及び 

持株比率 

株式会社アルバック：100% 

 

株式会社アルバック：100% 

決算期 2024 年６月期(単体) 2024 年６月期（単体） 

純資産 114 億 51 百万円 ３億 65 百万円 

総資産 227 億 93 百万円 ６億 40 百万円 

１株当たり 

純資産 
45,806 円 415 円 



売上高 280 億 70 百万円 ８億 39 百万円 

営業利益 48 億 34
百万円 1 億 12 百万円 

経常利益 59 億 46 百万円 1 億 19 百万円 

親会社株主に

帰属する 

当期純利益 

44 億 47 百万円 69 百万円 

１株当たり 

当期純利益 
17,789 円 87 円 

    

4. 本合併後の状況 

存続会社の名称、所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金、決算期に変更はありません。 

 

5. 今後の見通し 

本合併は、当社の完全子会社間の合併であるため、当社及び連結業績に与える影響は軽微であり

ます。 

 

以上 


